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から省エネ・省資源に向けた取組み

が不可欠となっています。ここ武蔵

野R&Dセンタも、東京都環境確保

条例の改正に伴い、2010年度から

５年間で、基準年から８％の削減が

オフィスビルに義務化されました。

私どもR&D部門は、ICT関連設

備、さらにはネットワークを含めた

ICTシステム全体の環境負荷を低減

する “Green of ICT”と、ICTシ

ステムを積極的に活用することによ

って社会の環境負荷を低減する

“Green by ICT”のバランスの取れ

た取組みを目指したR&D活動を推

進しています。

ICTの貢献という観点で２つの例

を紹介します。一つは、東京大学名

誉教授の月尾嘉男先生は、「情報通

信技術は人類がこれまで手中にした

技術のなかで、はじめて便益の増大

と資源やエネルギーの消費が比例し

ない技術ということである」と常々

おっしゃっています。つまり、農業

革命や産業革命の時代はGDPに比

例して環境負荷は増大していました

が、最近の ICT革命によってGDP

と環境負荷がデカップリング（分離）

できるという状況になりました。私

どもは、GDPと環境負荷のデカップ

リング曲線を実現するためのICTの

技術やサービスを世の中に提供して

いくことがNTTの使命だという使命

感を持って取り組んでいます。いか

にGDPを下げずに、社会が発展した

状態でCO2の排出量を削減するかが

私どものミッション、課題です。

もう一つは、実質GDPと民間資

本量の関係です。生産性向上に関す

るICTの効果について、ICTがなか

ったと仮定した場合の民間資本量で

得られるGDPは、実際の民間資本

量で得られるGDPよりも少なくな

ります。つまり、ICTを活用するこ

とで、GDPが増えます。ICTを活

用することで、同じ資本量でGDP

をいかに増やすようにするかが私ど

もの使命です。

－NTTの環境R&Dの主要ミッシ

ョンをお聞かせください。

先程のご説明と重複します

－鳩山首相が温室効果ガスを25%

削減する中期目標を国際社会に向け

て発信するなど、環境負荷低減に向

けた動きが加速しています。こうし

た中、NTTもCO2削減やサステナ

ブル社会実現に向けグループをあげ

て取り組まれていますが、改めて環

境負荷低減に向けたR&Dの方向性

NTTグループはこれまで、

2010年までの環境負荷低減に向け

「NTTグループ主要行動計画目標」

を掲げ、数値目標に対する達成度を

確認しながら、改善に向けた取組み

を推進してきています。NTT情報

流通基盤総合研究所も、地球温暖化

防止や持続可能な循環型社会、環境

保全などを実現する技術に関する

R&D活動を推進しています。

鳩山首相が2020年までに1990年

比で温室効果ガス 25%削減を国際

公約されましたが、昨年（2009年）

４月から改正省エネ法や東京都の改

正環境確保条例が施行され、企業に

とってもCSR及び法令遵守の両面

地球温暖化防止や環境保全、持続可能な循環型社会の実現は、社会はもちろん企業もCSRや法
令遵守の観点から取り組むべき喫緊の課題だ。Green of ICTとGreen by ICTの両面から、NTT
グループの環境負荷低減に向けたR&D活動を展開するNTT情報流通基盤総合研究所の取組みに
ついて、NTT環境エネルギー研究所の松岡茂登所長にうかがった。

NTT情報流通基盤総合研究所
NTT環境エネルギー研究所長

氏
―鳩山首相が温室効果ガスを25%削

減する中期目標を国際社会に向けて

発信するなど、環境負荷低減に向け

た動きが加速しています。こうした

中、NTTもCO2削減やサステナブル

社会実現に向けグループをあげて取

り組まれていますが、改めて環境負

荷低減に向けたR&Dの方向性につ

いてお聞かせください。

―NTTの環境R&Dの主要ミッショ

ンをお聞かせください。

　会全体及びNTTグループの 
　環境負荷低減に貢献 
社 
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が、NTTとしても「鳩山イニシア

チブ」の中期目標値を実現するよう

な目標を、R&Dだけでなく事業会

社を含めNTTグループの大方針と

して表明していこうという動きが加

速しています。私ども環境エネルギ

ーR&Dとしては、図１に示すよう

に、給電技術やEMC技術、材料技

術、環境影響評価技術など通信分野

の環境エネルギー技術をコアコンピ

タンスに、①社会全体及びNTTの

環境負荷低減に貢献、②研究開発成

果により、環境ビジネスの創出とコ

スト削減に貢献、③環境をキーとし

たNTTグループ及びR&D全体のシ

ナジーを向上することを主要ミッシ

ョンにR&D活動を推進しています。

－環境負荷低減に向け、現在取り

組まれている研究開発テーマをお聞

かせください。

NTT R&D全体の環境負荷低

減に向けた研究開発テーマの概要は

表１の通りです。大きく、通信ビ

ル・データセンタに対するCO2削

減、オフィスビルや家庭のCO2削

減、通信設備・装置の省資源化の３

つに分類できます。上２つがCO2

削減＝省エネ技術

で、３番目が省資

源化ということで

リサイクルなども

含めた省資源とい

う3つの観点で整

理し、この大枠の

中で個別の研究開

発テーマに取り組

んでいます。

実は、NTTグル

ープ全体で日本の

電力消費量の約1%を消費していま

す。CO2排出の要因の多くを占める

電力消費量をNTTグループだけで

10%削減すると、日本全体では

0.1%の削減になりますので、十数

年前から継続して電力消費量を削減

するTPR（トータルパワー改革）

運動を展開しています。

－環境負荷低減に向けたR&Dの

重要なポーションを担う環境研様と

しては、どのような取組みを行って

いますか。

私どもNTT環境エネルギー

研究所で取り組んでいる重点研究開

発テーマを図２に示します。NTT

全体の研究テーマ及びCO2削減と、

省資源という２つの柱があります。

CO2削減については８テーマ、省資

源という観点では３テーマを重点化

していく考えです。これらの重点研

究開発テーマは、いずれも現時点で

国内外から注目されています。

ちなみに今、世の中は必ず環境負

荷が減るというプロダクトしか許し

てくれませんので、各研究所の

R&D成果のCO2削減への貢献とい

う観点からNTTのR&D組織を横断
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■ NTTの環境ビジョンを実現するために、環境エネルギー技術の研究開発を推進し、社会 
　全体およびNTTの環境負荷低減に貢献 
■ 創出するプロダクトにより、環境ビジネスの創出とコスト削減に貢献 
■ 環境をキーとしたNTTグループ、R&D全体のシナジーを向上 

ミッション 

コアコンピタンス 
通信分野の環境エネルギー技術 

●給電技術：50年以上の蓄積・実績を持つ高信頼の通信用直流給電等、通信用電源技術 
●EMC技術：通信分野で国内トップのエミッション、イミュニティ、過電圧（雷防護）のEMC試験・評価・対策技術 
●材料技術：電池材料技術で世界をリード。ナノ孔構造などを利用した界面化学反応制御技術 
●環境影響評価技術：通信サービスのLCAに関する先駆的な取組み、標準化をリード 

NTTグループ 
の動向 

2009 2010 2012 2015 2020

CO2 
排出削減 

廃棄物 
削減 

環境貢献ビジョン：CO2削減1000万トンby ICT（2010年） 

温暖化目標は2012年 
までの平均で評価 主要行動計画目標（1999年～2010年） 

武蔵野R&Dセンタ→NGN検証環境の省エネ等 

ソリューション環境ラベル制度の試行開始（2009） 

東京都条例対応検討 

温暖化防止：CO2排出原単位を1990年比35％削減（通信系会社）、25％削減（ソリューション系会社） 
廃棄物削減：最終廃棄量を1990年レベルの15％以下に削減 
紙資源削減：1990年度比80％以下に削減 

通信ビル・データセンタのCO2削減 

オフィスビル・家庭のCO2削減 

通信設備・装置の省資源化 

研究開発テーマ 

コア系NWの省エネ（アーキテクチャ、方式、マイグレーション等） 

アクセス系ＮＷの省エネ 

システム・アプリケーションの省エネ 

給電、電池、空調等 

デバイスの省エネ 

ホームＮW、ビジネスホン 

ＨＧＷ 

電源を伴う各種装置 

家庭内直流化 

ACアダプタ 

設備の長寿命化、補修技術 

設備の劣化診断、予測 

設備のリサイクル 

環境負荷低減 

個々の技術確立と連携による相乗効果を創出 

CO2削減 省資源 

環境推進（環境経営、環境R&D推進、見える化） 

コアコンピタンス 
給電、EMC、材料（電池、環境適合）、エネルギー最適制御、環境影響評価 

高
電
圧
直
流
給
電
技
術 

宅
内
直
流
給
電
技
術 

燃
料
電
池
高
効
率
化
技
術 

Ｃ
Ｏ
２
固
定
化
技
術 

太
陽
電
池
活
用
技
術 

新
型
蓄
電
池
技
術 

ス
マ
ー
ト
エ
ネ
ル
ギ
ー 

　
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
技
術 

通
信
Ｅ
Ｍ
Ｃ
技
術 

サ
ス
テ
ナ
ブ
ル
デ
ザ
イ
ン
技
術 

長
寿
命
化
技
術 

リ
サ
イ
ク
ル
技
術 

―環境負荷低減に向け、現在取り組

まれている研究開発テーマをお聞か

せください。

―環境負荷低減に向けたR&Dの重

要なポーションを担う環境研様とし

ては、どのような取組みを行ってい

ますか。

　削減と省資源の2本柱から 
　なる環境エネルギーR&D

CO2 
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重要になります。このエネルギーシ

ステムの制御技術が、NTTの標語

である「つなぐ、それはエコ」を体

現するスマートグリッドという制御

技術です。右側に、スマートビルデ

ィングやスマートハウス、スマート

グリッド、エネルギーオフセットな

ど、３つの観点でのR&D成果を活

用したイメージを示しています。

――昨年4月、東邦ガス、住友精

密工業と3社で発電効率59％の固体

酸化物形燃料電池（SOFC）発電モ

ジュールを共同開発されましたが、

太陽電池は面積に比例することか

ら、やはり創エネ技術の本命は燃料

ある意味、私どもはコンパク

トで安定な燃料電池の研究開発に賭け

ているといっても過言ではありませ

ん。東邦ガス様及び住友精密工業様と

のアライアンスにより、自分で800℃

の作動温度を維持して発電するシステ

ムができまして、発電モジュールの都

市ガス運転で、出力3kW、定常効率

56%、最高効率59%という大きな成果

をあげることができました。しかし、

NTTの通信ビルに導入するためには、

数十kW級クラスのシステムを作らな

いといけないので、必要な要素技術を

開発しているところです

――価格は別にして、すでに一般

家庭で利用できるレベルにあるので

出力3kWは、100V換算で30ア

ンペアですから、商品化されれば一般

家庭の電力は十分に賄えます。ただ、

市場では一般家庭用に出力1kW程度

のSOFCシステムが既に商品化されて

いることから、私どもはそれより規模

の大きい、店舗等の業務用をターゲッ

トとして開発を進めています。

－2本目の柱である省資源に向け

ての取組みについては・・・・。

図４に示すように、廃棄物

を削減することで環境負荷を低減し

ようということで、①保有する資源

を長く利用する技術（サステナブル

デザイン技術、長寿命化技術）、②

保有する資源を高付加価値で再利用

する技術（リサイクル技術）を重点

化してR&Dを推進しています。例

えば、NTTグループの撤去通信設

備は年間 30万トンに及びます。こ

するプロジェクトを立ち上

げています。研究開発プロ

ダクトの環境負荷、削減効

果を定量化し、CO2削減の

貢献度ということで、目線

を合わせて一緒に目標を達

成していこうという全体的

な方向感は揃っています。

エコというキーワードに

は、ベクトルを合わせると

いう効果もありますね。なお、CO2

削減の貢献度については、共通の基

準に照らし合わせて「見える化」す

る取組みを行っています。

――プロジェクトの概要をおきか

せください。

情報流通基盤総合研究所の三

宅所長が委員長を務め、NTTの全研

究所から出ていただいています。３

つのワーキンググループがあり、結

構大きな組織になっています。

－環境エネルギーR&Dの 2本柱

について、具体的な取組みをお聞か

せください。

１本目の柱である環境側面

からみた事業リスクの低減に貢献す

るCO2排出削減に向けたR&Dの全

体像を図３に示します。短期的（～

2012年頃）には、エネルギー効率

向上に役立つ技術の研究開発を実施

します。中・長期的には、省エネ、

エネルギーを創る創エネ（発電）、

エネルギーを貯める畜エネ技術の研

究開発を進めるとともに、これら３

つのループを上手に制御することが
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創エネ 
畜エネ 

省エネ 

省エネ機器・システム 

超高効率太陽電池 

スマートビル 

スマートグリッド 

HVDC

新型電池 

水素製造装置 

燃料電池 

空調 

エネルギー回収 

エネルギーオフセット 

超高効率太陽電池 

宅内直流給電 

スマートハウス 

燃料電池 

・燃料電池 
・太陽電池 

・スマート（マイクロ）グリッド 
・サーバ仮想化・クラウド化 

・大容量蓄電池 

・高圧直流給電 
・宅内直流給電 
・低電力システム・デバイス 

―プロジェクトの概要をおきかせく

ださい。

―環境エネルギーR&Dの2本柱につ

いて、具体的な取組みをお聞かせく

ださい。

―昨年4月、東邦ガス、住友精密工

業と3社で発電効率59％の固体酸化

物形燃料電池（SOFC）発電モジュ

ールを共同開発されましたが、太陽

電池は面積に比例することから、や

はり創エネ技術の本命は燃料電池で

すか。

―価格は別にして、すでに一般家庭

で利用できるレベルにあるのですか。

―2本目の柱である省資源に向けて

の取組みについては・・・・。

　排出削減に向け、省エネ・ 
　創エネ・蓄エネ技術に注力 

CO2 
　資源に向け、サステナブル 
　デザイン・長寿命化・リサイ 
　クル技術に注力 

省 
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れが環境負荷に影響を与えてしまう

ということと、コストに響いてきま

すので、完全にリサイクルできれば

環境負荷も低減し、コスト削減にも

つながります。

短期的には、材料レベルでの劣化

メカニズムを基に、劣化診断技術や

延命化技術といった長寿命化技術の

開発を推進し、成果の創出を目指し

ています。中・長期的には、より省

資源化に資する環境配慮材料や、環

境インパクト予測・分析・評価技術

と環境適合材料設計などのサステナ

ブルデザイン技術の確立に注力して

いきたいと考えています。

－Green by ICTの効果について、

環境負荷低減の“見える化”を推進

されているということでした

が・・・・。

環境面での ICT活用効果の

“見える化”を推進しています。

ICTサービスによる社会全体の環境

負荷低減について、その効果を定量

化し、世の中にその効果を認識して

もらうための重要な取組みです。図

５に示すように、環境影響評価技術

を確立し、ICTサービスの普及・展

開のため、標準化ならび環境貢献ソ

リューション（環境ラベル）活動を

実施することにより、社会的な認知

度を高めることが重要だと考え、

“見える化”を推進しています。ま

た、独りよがりで何%削減と言っ

ても説得力がありませんので、私ど

もが開発した環境影響評価技術に関

し、電気通信の国際標準機関である

ITU-Tの活動の中で標準化を進めて

います。

－ ITU-TのSG5（環境と気候変

動に関する課題を審議する研究グル

ープ）において、本格的な審議がス

タートしていますね。

昨年５月にSG5の中にWP3

（ICTと気候変動に関するWorking

Party）が新たに立ち上がり、給電シ

ステムや見える化の国際標準について

審議しています。WP3の副議長と

WP3の給電システムに関する課題19

のラポータはNTTが務めています。

－自社標準の国際標準化を目指す

という観点では、副議長やラポータ

を務める意義は非常に大きいといえ

ますが、最後に鳩山イニシアチブの

実現も含め、環境R&Dという観点

で何が一番のポイントになります

排出権取引による国際貢献

ではなく、冒頭でお話ししたGDP

と環境負荷のデカップリングをいか

に上手に実現していくかを研究して

いくことが最大のポイントだと考え

ています。

－本日は有り難うございました。

（聞き手・構成：編集長　河西義人）
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レアメタル回収技術 

リサイクル容易化設計 

長寿命材料設計 

廃棄 

製造 使用 
設備劣化 

廃棄物削減 
コスト削減 
通信設備の安全運用 

サステナブルデザイン技術 
－環境インパクト予測・分析・評価技術 
－環境適合材料設計 

リサイクル技術 
－プラスチック材料回収技術 
－レアメタル回収技術 

長寿命化技術 
－劣化診断技術 
－延命化技術 

廃棄 

廃棄
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購入 

投
入 

廃
棄 

再
利
用 

回
収 

分別 

撤去通信設備 
30万トン 
（2008年） 

劣化診断技術 延命化技術 

環境影響評価技術の開発 
（ライフサイクルアセスメントやマテリアルフロー解析など） 

環境影響評価技術の標準化 
（ITU-TのSG5など） 

NTTグループ環境貢献ソリューションの設定 
（環境ラベル） 

社会への訴求 

各R&Dプロダクトの環境負荷、削減効果を順次定量化 

環境影響評価技術 製品・サービスの製造～廃棄までのライフサイクル全体に渡る環境負荷を定量化 

①製品・サービスなど 
　評価範囲を決める 

②モデル化 ③インベントリー分析 ④評価 

・評価範囲 
・利用状態 
・定式化 

製品毎の情報収集・解析 

製造 建設 運用 撤去 廃棄 製品Ｂ 

製品Ａ 

―Green by ICTの効果について、

環境負荷低減の“見える化”を推進

されているということでした

が・・・・。

―ITU-TのSG5（環境と気候変動に

関する課題を審議する研究グルー

プ）において、本格的な審議がスタ

ートしていますね。

―自社標準の国際標準化を目指すと

いう観点では、副議長やラポータを

務める意義は非常に大きいといえま

すが、最後に鳩山イニシアチブの実

現も含め、環境R&Dという観点で

何が一番のポイントになりますか。

―本日は有り難うございました。

　境影響評価技術による“見 
　える化”と国際標準化に注力 
環 
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